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重要事項説明書 

 

１．事業者 

（１）法人名     医療法人 杓永整形外科 

（２）法人所在地   岡山県倉敷市児島柳田町 596 

（３）電話番号    086-473-0200 

（４）代表者氏名   理事長 杓永 俊彦 

（５）設立年月    平成 17 年 3月 14 日 

 

２．事業所の概要 

（１）事業所の種類  指定通所介護・介護予防通所介護又は介護保険法に基づく第 1

号通所事業 

令和 4年 12月 1日指定 

岡山県指定 第 3370205894 号 

（２）事業所の目的  要支援状態の利用者に適切な指定通所介護・介護予防通所介護

サービスを提供する 

（３）事業所の名称  杓永整形外科デイサービスセンター  

（４）事業所の所在地 岡山県倉敷市児島柳田町 630-1 

（５）電話番号    086-473-7800 

（６）事業所の管理者 中川 善夫  

（７）運営方針    利用者の社会的孤立感の解消や心身機能の維持、家族の介護負

担の軽減を図ります。また、利用者の意思及び人格を尊重、利

用者の立場に立ったサービスを提供します。 

（８）開設年月    平成 22 年 12月 1日 

（９）利用定員    25 人 

 

３．事業実施地域及び営業時間 

（１）通常の事業の実施地域  倉敷市（但し、旧真備町を除く） 

（２）営業日及び営業時間 

営 業 日 
月～土曜日 (国民の祝日、8月 13 日～8月 15日、 

12 月 30 日～1月 3日を除きます) 

受付時間 月～土曜日 8：15～17：15 

サービス提供時間 
月～土曜日 9：30～15：00 

(5 時間以上 6時間未満のサービス提供を行います) 
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４．職員の配置状況 

  当事業所では、ご利用者に対して指定通所介護・介護予防通所介護サービスを提供する

職員として、以下の職種の職員を配置しています。 

 

<主な職員の配置状況>   ※職員の配置は指定基準を遵守しています 

職    種 1 日あたり 

管理者 1名 

介護職員 3名以上 

生活相談員 1名 

看護職員 1名 

機能訓練指導員 2名以上 

 

５．当事業所が提供するサービスと利用料金  

当事業所では、ご利用者に対して以下のサービスを提供します。 

（１）介護保険の給付対象となるサービス （利用契約書 第４条） 

以下のサービスは、利用料金の大部分（通常９割又は７～８割）が介護保険から給付

されます。  

<サービスの概要> 

項 目 サービス内容 

入 浴 個別の浴室を２か所、内１か所は特殊浴槽（側面スライド式）を

設置しています。 

排 泄 ご利用者の排泄の介助を行います。 

機能訓練 体操ストレッチ、嚥下訓練、脳機能トレーニング等を行います。 

個別機能訓練 機能訓練指導員・生活相談員等がご利用者のケアプランに基づき

個別機能訓練計画書を作成し、日常生活を送るのに必要な機能の

回復又はその減退を防止するための訓練を、個別または少人数で

実施します。 

アクティビティ ご利用者の心身の状況や希望に合わせて、レクリエーションや創

作活動の機能訓練的なサービスを行います。 

送 迎 ご自宅までの送迎を行います。 

 

① 介護給付のご利用者のサービス利用料金 

<サービス基本利用料金(１回あたり)> （利用契約書 第６条） 

（5時間以上 6時間未満の場合）              １単位あたりの単価：10円 

通常規模型通所介護 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

サービス利用単位 570 673 777 880 984 

個別機能訓練加算Ⅰイ 56 56 56 56 56 

個別機能訓練加算Ⅰロ 76 76 76 76 76 

個別機能訓練加算Ⅱ 20 20 20 20 20 
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入浴介助加算Ⅰ 40 40 40 40 40 

入浴介助加算Ⅱ 55 55 55 55 55 

※個別機能訓練加算は、機能訓練指導員の配置により（Ⅰ）イもしくは（Ⅰ）ロを算定させ

ていただきます。 

 

② 予防給付のご利用者のサービス利用料金 

<サービス基本利用料金(１月あたり)> （利用契約書 第６条） 

１単位あたりの単価：10円                                   

通常規模型介護予防通所介護 要支援１ 要支援２ 

サービス利用単位 1,798 3,621 

サービス提供体制強化加算 88 176 

 

③ 介護職員処遇改善加算について(令和 6年 5月まで) 

(令和 6年 6月より介護職員等処遇改善加算Ⅲへ移行(新加算)) 

 介護職員処遇改善加算Ⅰ 

 サービス総単位数の 5.9％算定（区分支給限度額の算定より除外） 

 

④ サービス提供体制強化加算について 

 サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 

 介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が 100 分の 70以上配置されているこ  

 と（1回の利用につき 22単位加算） 

 

⑤ 介護職員等ベースアップ等支援加算について(令和 6年 5月まで) 

(令和 6年 6月より介護職員等処遇改善加算Ⅲへ移行(新加算)) 

   サービス総単位数の 1.1％算定（区分支給限度額の算定より除外） 

 

⑥ 介護職員等処遇改善加算Ⅲ（新加算）(令和 6年 6月より) 

介護職員等処遇改善加算Ⅲ 

   サービス総単位数の 8.0％算定（区分支給限度額の算定より除外） 

 

⑦ 口腔・栄養スクリーニング加算について 

   口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ） 

   口腔の健康状態及び栄養状態について確認を行い、担当する介護支援専門員に情報を 

   提供する。（6月に 1回を限度 20単位加算） 

 

⑧ 科学的介護推進体制加算について 

   ADL 値、栄養様態、口腔機能、認知症の状況その他心身の状況等に係る基本的な情報 

   を厚生労働省に提出していること（1月につき 40単位加算） 
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⑨ ADL 維持等加算について 

   ADL 維持等加算（Ⅰ） 

   自立支援や重度化防止のために、日常生活動作（ADL）の機能を維持できているかを評

価し、情報を厚生労働省に提出していること（1月につき 30単位加算） 

（２）介護給付・予防給付の対象とならないサービス （利用契約書 第５条、第６条） 

以下のサービスは、利用料金の全額がご利用者の負担となります。 

 <サービスの概要と利用料金> 

項 目 サービス内容と利用料金 

食 事 

ご利用者に提供する食事・おやつ代に係る料金です。 

料金：食事代 1回あたり 700 円とおやつ代 50円 

※利用日の 9時 30分までに利用中止の申し出がなかった 

場合、食事代を実費にて請求させていただきます。 

通常の事業実施 

区域外への送迎 

倉敷市(旧真備町を除く)以外にお住まいの方への送迎費用

として下記料金をいただきます。 

  事業区域より片道 10㎞未満 … 1,500 円 

  事業区域より片道 10㎞以上 … 1,000 円 

レクリエーション 

活 動 

ご利用者の希望により参加していただけます。 

材料代等の実費をいただく場合があります。 

複写物の交付 

ご利用者は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧で

きますが、複写物を必要とする場合には実費をご負担いただ

きます。 

※１枚につき 10円(片面) 

諸経費実費 

日常生活品の購入代金等ご利用者の日常生活に要する費用

でご利用者に負担いただくことが適当であるものにかかる

費用を負担いただきます。 

  パット代 ： ３０円（原則持参） 

  紙パンツ代：１００円（原則持参） 

 

（３）利用料金のお支払い方法 （利用契約書 第６条） 

前記（１）（２）の料金・費用については、１ヶ月ごとに計算した「請求書」を翌

月１０日前後に発行いたします。お支払方法は、銀行・郵便局の指定口座から自動振

替させて頂きます。 

 

（４）利用の中止、変更、追加 （利用契約書 第７条） 

①利用予定日の前に、ご利用者の都合により、通所介護・介護予防通所介護サービス

の利用を中止又は変更、もしくは新たなサービスの利用を追加することができます。

この場合にはサービスの実施日の前日までに事業者に申し出てください。 

②利用予定日の前日までに申し出がなく、当日になって利用の中止の申し出をされた

場合、取消料として下記の料金をお支払いいただく場合があります。但しご利用者

の体調不良等正当な事由がある場合は、この限りではありません。 
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利用予定日の前日までに申し出があった場合 無料 

利用予定日の前日までに申し出がなかった場合 
当日の利用料金の１０％ 

（自己負担相当額） 

③サービス利用の変更・追加の申し出に対して、事業所の稼働状況によりご利用者の

希望する期間にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日時をご利用者に提

示して協議します。 

 

６．緊急時の対応方法について 

  サービス提供中に利用者に緊急の事態が発生した場合、利用者の主治医にご連絡すると

ともに、予め指定する連絡先にも連絡します。 

 

７．事故発生時と損害賠償保険の加入 （利用契約書 第１３条） 

当事業所が利用者に対して行う通所サービスの提供により、事故が発生した場合には、

速やかに利用者の家族・市町村等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。また、

当事業所が利用者に対して行った通所サービスの提供により、賠償すべき事故が発生した

場合には、損害賠償を速やかに行います。 

   本事業者は、下記の損害賠償保険に加入しています。 

      保険会社名 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 

      保険名   介護保険・社会福祉事業者総合保険 

 

８．苦情の受付と対応方法について （利用契約書 第２１条） 

（１）苦情処理の体制及び手順 

①苦情又は相談があった場合は、利用者の状況を詳細に把握するため必要に応じ訪

問を実施し、状況の聞き取りや事情の確認を行います。 

②相談担当者は、把握した状況を管理者とともに検討し、対応を決定します。 

③必要に応じて連絡調整を行い、利用者へは結果報告を行います。 

④処理結果を職員で周知し、再発防止に努めます。 

⑤苦情又は相談内容を詳細に記録に残し、その完結後５年間保存することとします。 

 

（２）当事業所における苦情の受付 

当事業所における苦情やご相談は、まず当デイサービスセンターにご連絡・ご相談

下さい。 

○苦情受付窓口 

［担当者］ … 生活相談員 町田 梨奈 

○苦情解決責任者 

［責任者］ … 管理者 中川 善夫 

      ○連絡先・受付時間 

  ・杓永整形外科デイサービスセンター 

     ＴＥＬ：０８６－４７３－７８００ 

    月曜日～土曜日の８：１５～１７：１５（休業日を除く） 
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（３）行政機関その他苦情受付機関 

○公的機関の苦情相談窓口 

・倉敷市介護保険課ＴＥＬ：０８６－４２６－３３４３ 

（月～金曜日 ８：３０～１７：１５） 

 

          ・岡山県国民健康保険団体連合会 

ＴＥＬ：０８６－２２３－８８１１ 

（月～金曜日 ８：３０～１７：００） 

 

 

９．虐待防止について （利用契約書 第１１条） 

杓永整形外科デイサービスセンターでは利用者の人権の擁護・虐待防止等の為に、次に

揚げる必要な措置を講じます。 

   ①研修等を通じて、従業員の人権意識の向上や知識・技術の向上に努めます。 

   ②個別支援計画の作成など、適切な支援の実施に努めます。 

   ③従業者が支援にあたっての悩みや苦労を相談できる体制を整えるほか、従業者が利

用者等の権利擁護に取り組める環境の整備に努めます。 

 

 

１０．秘密保持と個人情報の保護について （利用契約書 第１０条） 

従業員はサービス提供で知り得た利用者及びその家族の秘密を正当な理由なく第三者に

漏らしません。また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後におい

ても継続します。 
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以上、指定通所介護・介護予防通所介護サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要

事項の説明を行いました。 

 

令和   年   月   日 

 

  [説 明 者] 

           職 名                      ㊞ 

 

 

私は、本書面に基づいて、事業者から重要事項の説明を受け、指定通所介護・介護予防通

所介護サービスの提供開始に同意しました。 

 

[利 用 者]    

住 所                        

 

             

           氏 名                      ㊞ 

 

 

私は、利用者が事業者から重要事項の説明を受け、指定通所介護・介護予防通所介護サー

ビスの提供開始に同意したことを確認したので、私（署名代行者）が利用者に代わって、そ

の署名を代行します。 

 

[署名代行者]    

住 所                        

 

              

           氏 名                      ㊞ 
 

利用者との続柄（           ）  

 

                  ＴＥＬ：                

 

                                   令和元年９月３０日改定 １０月１日施行    

令和元年１０月３１日改定 １１月１日施行 

令和２年１２月２０日改定 １２月２１日施行 

令和３年３月３１日改定  ４月１日施行 

令和４年９月３０日改定 １０月１日施行 

令和５年３月３１日改定  ４月１日施行 

令和６年３月３１日改定  ４月１日施行 


